
三
月
四
日
春
闘
総
行
動
が
各
支
部
で

展
開
さ
れ
ま
し
た
。
今
年
の
春
闘
は
各
支

部
で
企
画
し
行
わ
れ
、
新
潟
支
部
で
は
一

三
時
か
ら
春
闘
勝
利
決
起
集
会
開
催
・
そ

の
後
、
新
潟
駅
前
で
宣
伝
行
動
が
展
開
さ

れ
ま
し
た
。

集
会
は
新
潟
市
ト
ー
ク
イ
ン
新
潟
で
開
催
、

全
体
で
三
十
九
名
結
集
し
地
域
の
仲
間
か

ら
職
場
の
状
況
や
春
闘
の
取
組
み
な
ど
あ

い
さ
つ
が
あ
り
ま
し
た
。

開
会
あ
い
さ
つ

新
潟
支
部
儀
藤
書
記
長
か
ら

『
賃
上
げ
に
対
し
て
せ
い
い
っ
ぱ

い
努
力
し
て
い
る
。
結
集
し
た
み

な
さ
ん
か
ら
取
組
み
を
報
告
、
出

し
合
っ
て
春
闘
勝
利
に
向
け
て
が

ん
ば
っ
て
い
き
た
い
。
増
収
の
背

景
の
中
、
大
幅
な
賃
上
げ
を
迫
っ

て
い
く
。
勝
ち
取
っ
て
い
く
。
お

互
い
確
認
し
て
い
き
た
い
』
と
あ

い
さ
つ
が
あ
り
ま
し
た
。

続
い
て
、
新
潟
支
部
渡
辺
委
員
長
の

あ
い
さ
つ
、
地
本
守
橋
委
員
長
か
ら
『
い

な
ほ
１
４
号
』
脱
線
・
転
覆
事
故
に
つ
い

て
の
報
告
や
安
全
問
題
に
つ
い
て
あ
い
さ

つ
が
あ
り
ま
し
た
。

地
域
の
仲
間
か
ら
、
春
闘
の
取
組
み
や

規
制
緩
和
に
つ
い
て
の
、
職
場
の
実
態
が

報
告
さ
れ
ま
し
た
。
国
労
か
ら
も
各
系
統

別
に
職
場
か
ら
、
安
全
に
か
か
わ
る
問
題

点
、
職
場
の
実
態
が
報
告
さ
れ
ま
し
た
。

集
会
終
了
後
、
新
潟
駅
前
で
宣
伝
行
動
が

行
な
わ
れ
新
潟
支
部
の
春
闘
一
日
行
動
が

終
了
し
ま
し
た
。

地
域
の
仲
間
か
ら
の
あ
い
さ
つ
は
裏

面
に
記
載
し
ま
し
た
の
で
、
ぜ
ひ
読
ん
で

下
さ
い
。
職
場
の
厳
し
い
実
態
が
報
告
さ

れ
ま
し
た
。
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国
鉄
新
潟

地域の仲間と共に集会を開催したいと思い、それに応え

てくれた地域の仲間に感謝したい。春闘という状況が厳し

いと受けとめる。

労働者側の姿勢＝要求額の低さ。大企業の収益は大幅に

伸びている。（内部留保 ９６社～ひとり当たり１千万円）

企業の社会的責任が果たされていない。 社会保障制度の

改悪・定率減税の廃止が増税に。年収５００万円の労働者

は４２万円の増税。

春闘は原点に立った闘いをつくっていく。大きな柱は規

制緩和にある。労働者・国民にあたえる影響が大きくなっ

てきている。全体の怒りを力に変えて一歩前に出す行動に

していきたい。



地
区
春
闘
共
闘
会
議

坂
井
雅
博
副
議
長

公
務
員
の
リ
ス
ト
ラ
は
国
労
闘
争
か

ら
〜

構
造
改
革
＝
民
間
化
・
Ｐ
Ｆ
Ｉ

法
人
化
・
市
場
化
テ
ス
ト
・
民
間
へ
の

解
放
。
水
道
法
＝
安
全
基
準
『
水
』
の

水
質
基
準
（
幅
が
あ
る
）
。
技
術
的
な

判
断
は
難
し
い
。
基
準
の
委
託
化
が
で

き
て
い
る
。
『
保
育
』
＝
許
可
制
と
許

可
外
（
企
業
立
の
保
育
所
は
許
可
外
）

公
立
を
民
間
へ
の
委
託
、
民
営
化
に
な
っ

て
い
る
。
ベ
ネ
ッ
セ
・
ビ
ジ
ョ
ン
・
営

利
の
み
の
運
営
。
営
利
目
的
＝
指
定
管

理
者
制
度
。
民
間
化
に
な
る
と
職
員
は
一

年
雇
用
・
黒
字
で
無
い
と
廃
止
。
『
憲
法

改
悪
』
の
攻
撃
が
大
き
な
原
因
。
基
本
的

人
権
が
守
ら
れ
な
い
。
個
人
に
よ
る
自
己

責
任
。
Ｎ
Ｐ
Ｍ
＝
公
共
的
な
も
の
を
サ
ー

ビ
ス
と
し
て
置
き
換
え
る
が
民
間
で
も
可

能
と
な
る
。
『
非
正
規
社
員
』
が
一
番
の

攻
撃
の
矢
面
に
な
っ
て
い
る
。
労
働
組
合

に
所
属
し
て
い
な
い
。
こ
の
人
達
を
守
り

団
結
す
る
闘
い
に
。
一
緒
に
闘
え
る
運
動

を
つ
く
る
こ
と
。
労
働
組
合
に
加
入
し
て

一
緒
に
闘
う
。
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全港湾日本海地方本部 真島勝重書記長

０６春闘について 港湾労働者に対して『個別賃金
定年制』が５月１７日から規制緩和により施行される。
国交省は人・貨物など全分野に指示し規制される。ト
ラック運賃など＝許可制へ 自由競争になった。トラッ
ク事業では、中小・個人など厳しい実態に。過積載に
よる事故が多発している。（５月１７日全分野で規制
緩和）2000年11月には、すでに６大港・隣接港など11
港で先行実施されている。
港湾の整備・設備機械については国の整備計画で設

備投資し事業主は投資しない。事業免許について、国
県と交渉し規制をかけてきた。それが届出制になって
簡単にやられてしまう。
安全対策について 国・県への取組み＝料金の自由

化～料金設定については労働者の労働力・要員配置が
基準、それを下げられる。新規参入会社について『1・
5倍』に基準を上げることができた。規制緩和に立ち向
かう姿勢を示し国・行政などに理解させていく。企業
の枠内だけでなく全体の運動の前進にがんばっていく。

全
自
交
新
潟
地
連

海
藤
正
彦
書
記
長

タ
ク
シ
ー
の
規
制
緩
和
は
『
厳
し
い

現
状
』
一
〇
数
年
に
わ
た
っ
て
攻
撃
が
か

け
ら
れ
て
い
る
。
収
入
ダ
ウ
ン
＝
利
用
客

の
減
は
あ
る
が
規
制
緩
和
が
大
き
な
要
因

に
な
っ
て
い
る
。
新
規
参
入
に
よ
る
増
車
。

全
体
で
一
八
〇
〇
台
、
一
四
〇
台
の
増
に

な
っ
て
い
る
。
新
規
参
入
を
簡
単
に
認
め

て
い
る
。
月
給
制
で
は
な
く
『
歩
合
給
』
。

売
り
上
げ
に
よ
る
収
入
。
運
賃
が
下
が
る

と
収
入
は
減
に
な
る
が
台
数
が
増
え
れ
ば

売
り
上
げ
は
大
、
増
収
に
つ
な
が
る
。
新

規
参
入
会
社
は
、
社
会
的
責
任
は
考
え
て

い
な
い
。
厳
し
い
勤
務
状
況
に
よ
る
事
故

が
多
発
。
そ
れ
に
対
し
て
会
社
は
保
障
を

し
な
い
。
こ
の
現
状
を
マ
ス
コ
ミ
は
報
道

し
な
い
。
安
全
を
確
保
す
る
た
め
国
交
省

へ
の
交
渉
。
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
福
祉
関
係
の
会
社

が
高
齢
者
・
障
害
者
を
送
迎
。
一
種
免
許

で
運
営
し
て
い
る
。
安
全
を
ど
う
確
保
し

て
い
く
の
か
。
す
べ
て
の
系
統
に
つ
い
て

同
じ
課
題
だ
。
春
闘
は
『
一
万
円
の
賃
上

げ
を
要
求
』
自
信
を
持
っ
て
。

全国一般新潟合板支部 川崎晃書記長

組織統合された＝自治労全国一般評議会へ名称を変

更。『新潟合板』 大企業は４年連続の黒字。木材関係

は不況産業＝輸入品は国産品より安い。以前、国産品は

良質と売れていたが、最近は輸入品も良くなってきてい

る。そのため国産品が売れなくなった。それにより削減

賃金ダウンにつなげっている。退職者やパートを充当し

要員減に。安全が確保できない。労災が発生している。

要員削減による労働強化が要因。賃金は３５才以下で基

本給が１９万円。残業しないと生活できない。現在は残

業ができず賃金ダウン。春闘では要求額を8000円以上

（要求額6000円＋大手の格差2000円）

状況の厳しさを会社側は宣伝し労働者に要求を抑え込む。

展望・要求の前進は労働者の団結だ。根拠と自信を持つ。




